次に、中期的な目標は、日本のあらゆる社会の場での活躍するために、外国人児童生徒の高校進学率の向上等の教育の機会を増やすことである。
　最後に、短期的な目標は、より多くの日本語を必要とする外国人児童生徒が学習言語としての日本語を習得することを目的としており、また外国人児童生徒に対する異文化間理解が深まる機会が増やすことである。
　私たちは本稿においてこれらの目標に沿って論を進めることになるが、初めに問題意識を提示しておくと、日本語の学習言語の獲得の困難さによる進学率の悪さである。その改善によって、上記の長・中期的目標を視野に入れながら、短期的目標を達成していくことが課題である。問題の実情は第２章と第３章を中心に述べるが、日本語の効果的な獲得が中・長期的な課題の土台になると考えている。数だけを受け入れる多文化共生ではなく、互恵関係を結べる多文化共生を目指すことが本稿の主旨である。駒井（2006）が多文化社会の定義をしているが
、それを踏まえ、私たちの多文化共生の定義は「文化や国籍、その他のアイデンティティが原因で社会から差異化されることがなく、日本社会発展のために良きライバルとして時に競い合い、互いに尊重しながら、成長していけること」とする。
では、ここで本稿のキーワードとして「多文化共生」と「日本語教育」を挙げて、以下論証に移る。

� 駒井洋(2006)『グローバル化時代の日本型多文化共生社会』p.128　明石書店


「多文化主義とは、移民や先住民などから構成される複数のエスニック集団の異なった文化を尊重しながらある国民文化を創出する試みであり、「多文化共生社会」とは、「多文化主義」の理念に基づき組織される社会を意味している。」としている。





